
令和７事業年度

財務諸表

（森林保険勘定）



（森林保険勘定） （単位：円）

資産の部

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 6,492,511,955

有価証券 2,300,000,000

未収収益 30,358,899

未収入金 78,950,055

8,901,820,909

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

構築物 10,447,480

減価償却累計額 △ 4,400,415 6,047,065

工具器具備品 6,631,887

減価償却累計額 △ 5,199,166 1,432,721

有形固定資産合計 7,479,786

２ 無形固定資産

商標権 3,170

ソフトウェア 912,458

無形固定資産合計 915,628

３ 投資その他の資産

投資有価証券 19,000,000,000

長期性預金 6,500,000,000

敷金・保証金 17,492,400

投資その他の資産合計 25,517,492,400

25,525,887,814

34,427,708,723

貸　借　対　照　表

（令和８年３月３１日）

        流動資産合計

固定資産合計

資産合計



負債の部

Ⅰ 流動負債

支払備金 358,331,000

未払金 110,829,301

未払費用 60,506,574

前受金 83,601,052

預り金 1,381,520

引当金

賞与引当金 24,990,344 24,990,344

639,639,791

Ⅱ 固定負債

責任準備金 4,328,771,000

資産見返負債　（注）

　資産見返物品受贈額 655,252 655,252

引当金

　退職給付引当金 11,918,443 11,918,443

4,341,344,695

4,980,984,486

純資産の部

Ⅰ 利益剰余金

前中長期目標期間繰越積立金　（注） 25,630,258,221

積立金　（注） 3,113,125,639

当期未処分利益 703,340,377

（うち当期総利益 703,340,377 ）

29,446,724,237

29,446,724,237

34,427,708,723

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

流動負債合計

固定負債合計

負債合計

　利益剰余金合計

         純資産合計

      　　 負債純資産合計



（森林保険勘定） （単位：円）

Ⅰ

280,716,016

641,465,227

265,179,627

1,187,360,870

Ⅱ 行政コスト 1,187,360,870

　損益計算書上の費用合計

保 険 業 務 費

保 険 引 受 費 用

一 般 管 理 費

行政コスト計算書
（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）

損益計算書上の費用



（森林保険勘定） （単位：円）

経常費用

保険引受費用

支払保険金 268,375,241

払戻金 12,340,775 280,716,016

保険業務費

人件費 133,721,765

賞与引当金繰入 10,816,575

退職給付費用 2,261,892

事務委託費 344,859,529

減価償却費 7,265,496

賃借料 16,596,979

消耗備品費 1,228,113

諸経費 67,109,303

その他保険業務費 57,605,575 641,465,227

一般管理費

人件費 171,070,928

賞与引当金繰入 14,173,769

退職給付費用 △ 334,526

減価償却費 2,955,909

賃借料 17,516,918

消耗備品費 831,841

諸経費 41,249,272

その他一般管理費 17,715,516 265,179,627

1,187,360,870

経常収益

保険引受収益

保険料収入 1,544,514,942

支払備金戻入 14,791,000

責任準備金戻入 151,714,000 1,711,019,942

資産見返負債戻入　（注）

資産見返物品受贈額戻入 163,812 163,812

財務収益

受取利息 8,125,605

有価証券利息 171,383,343 179,508,948

雑益 8,545

1,890,701,247

703,340,377

当期純利益 703,340,377

当期総利益 703,340,377

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

損　益　計　算　書

（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）

経常費用合計

経常収益合計

経常利益



（森林保険勘定） （単位：円）

うち当期総利益（又
は当期総損失）

当期首残高 25,630,258,221 2,280,844,213 832,281,426 - 28,743,383,860 28,743,383,860

当期変動額

Ⅰ　利益剰余金（又は繰越欠損金）の当期変動額

（１）利益の処分又は損失の処理

　　 利益処分による積立て 832,281,426 △ 832,281,426 0 0

(２)その他

　　 当期純利益（又は当期純損失） 703,340,377 703,340,377 703,340,377 703,340,377

当期変動額合計 0 832,281,426 △ 128,941,049 703,340,377 703,340,377 703,340,377

当期末残高 25,630,258,221 3,113,125,639 703,340,377 703,340,377 29,446,724,237 29,446,724,237

前中長期目標期間
繰越積立金

純資産合計

純資産変動計算書
（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）

Ⅰ　利益剰余金（又は繰越欠損金）

積立金
当期未処分利益（又
は当期未処理損失）

利益剰余金（又は繰
越欠損金）合計



（森林保険勘定）

（単位：円）

Ⅰ

保険金の支払額 △ 280,716,016

人件費支出 △ 326,780,405

その他の業務支出 △ 529,345,846

保険料収入 1,533,816,216

その他の事業収入等 8,167

　　　　小計 396,982,116

利息の受取額 172,150,314

569,132,430

Ⅱ

有価証券の取得による支出 △ 2,000,000,000

△ 2,000,000,000

Ⅲ 資金減少額 △ 1,430,867,570

Ⅳ 資金期首残高 7,923,379,525

Ⅴ 資金期末残高 6,492,511,955

キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）

業務活動によるキャッシュ・フロー

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー



（森林保険勘定） （単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 703,340,377

当期総利益 703,340,377

Ⅱ 積立金振替額 25,630,258,221

前中長期目標期間繰越積立金 25,630,258,221

Ⅲ 利益処分額

積立金 26,333,598,598 26,333,598,598

　利益の処分に関する書類



　定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　構築物　　　　　　８～１５年

　　工具器具備品　　　５～１０年

　定額法を採用しております。
　なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいております。

　２．引当金の計上基準

　役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計上しております。

　役職員の退職給付に備えるため、退職給付に関する会計基準、森林研究・整備機構役員退職手当規程及び森林研究・
整備機構職員退職手当支給規程に基づき、当期末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間に帰属させる方法については期間定額基準によっ
ております。
　過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(12年)をもって、発生時から定額法により
費用処理を行っております。
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(12年)をもって、発生
翌年度以降定額法により費用処理を行っております。

　消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

　責任準備金、支払備金については、「国立研究開発法人森林研究・整備機構の業務運営、財務及び会計並びに人事管理に
関する省令第19条及び第20条の規定に基づき農林水産大臣が定める責任準備金及び支払備金の算定方法について」（平成30
年３月28日29林整計第527号）に基づき算出した額を計上しております。

　５．消費税等の会計処理

　４．責任準備金、支払備金の計上方法

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

（１）賞与引当金の計上基準

（２）退職給付に係る引当金計上基準及び退職給付費用の処理方法

　３．有価証券の評価基準及び評価方法

　満期保有目的債券につき、償却原価法（定額法）によっております。

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

重要な会計方針

　１．減価償却の会計処理方法



（行政コスト計算書関係）

（１）独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

円

円

円

　　独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 円

（２）機会費用の計上方法

●国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法

円

資金期末残高 円

（２）金融商品の時価等に関する事項

（単位：円）

（３）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

（注）現金及び預金、未収入金、未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、
     注記を省略しております。
　　　また、貸借対照表計上額の重要性が乏しい科目についても、記載を省略しております。

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

有価証券及び投資有価証券 21,300,000,000 19,234,820,000 △ 2,065,180,000

長期性預金 6,500,000,000 6,373,525,748 △ 126,474,252

（１）金融商品の状況に関する事項

　当法人は、資金運用は短期的な預金等及び公社債等に限定しております。
　有価証券は、独立行政法人通則法第47条の規定等に基づき、地方債のみを保有しております。

　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。　

区　　分 貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

6,492,511,955

（金融商品関係）

（キャッシュ・フロー計算書関係）

　資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金勘定 6,492,511,955

△ 685,990,610

　当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人での勤務期間
に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算しております。

自 己 収 入 等 △ 1,890,537,435

機 会 費 用 17,185,955

行 政 コ ス ト 1,187,360,870

注記事項



①時価をもって貸借対照表計上額としない金融商品

（単位：円）

（注）時価の算定に用いた評価方法及びインプットの説明

有価証券及び投資有価証券

長期性預金

（１）満期保有目的の債券

（単位：円）

（２）満期保有目的の債券の決算日後における償還予定額

（単位：円）

　
合　　計 2,300,000,000

区　　分 １年以内

地方債 2,300,000,000

合　　計 21,300,000,000 19,234,820,000 △ 2,065,180,000

時価が貸借対照表計上額
を超えるもの

－ - - -

時価が貸借対照表計上額
を超えないもの

地方債 21,300,000,000 19,234,820,000 △ 2,065,180,000

　長期性預金の時価は、元利金の合計額を同様の新規預金を行った場合に想定される利率で割り引いて算
定しており、レベル２の時価に分類しております。

（有価証券関係）

　満期保有目的の債券における種類ごとの貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次
のとおりであります。
　なお、満期保有目的以外の債券はありません。

区　　分 種　類 貸借対照表計上額 時　価 差　額

資　産　計 － 25,608,345,748 － 25,608,345,748

　地方債の時価は、間接的に観察可能な日本証券業協会の公社債店頭売買参考統計値により算定してお
り、レベル２の時価に分類しております。

有価証券及び投資有価証券
    満期保有目的の債券
    　　地方債等

－ 19,234,820,000 － 19,234,820,000

長期性預金 － 6,373,525,748 － 6,373,525,748

区　　分
時　　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合　　計



（退職給付引当金関係）

（１）採用している退職給付制度の概要

　　

（２）退職給付債務の期首残高と期末残高 （単位：円）

（３）退職給付債務に関する事項 （単位：円）

（４）退職給付費用に関する事項 （単位：円）

（５）退職給付債務等の計算に関する事項

①割引率

②退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

③過去勤務費用の費用処理年数 12年

④数理計算上の差異の処理年数 12年

（重要な債務負担行為）

（単位:円）

次期森林保険業務システムの構築業務

（リース取引）

オペレーティング・リース取引

貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料 円

貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料 円

　 当事業年度末までに契約を締結し、翌事業年度以降に支払が発生する重要なものは以下のとおりです。

契　約　内　容 契約金額 翌事業年度以降の支払額

39,930,000 39,930,000

4,347,864

11,231,974

448,056,261 448,056,261

次期森林保険業務システムの構築に係る工程管理
等業務

（平均残存勤務期間内の12年間をもって、発生時から定額法により費用処理を行っております。）

（平均残存勤務期間内の12年間をもって、発生翌年度以降定額法により費用処理を行っております。）

 退職給付費用 1,927,366

2.70%

 過去勤務費用の費用処理額 △ 60,280

 利息費用 231,297

 数理計算上の差異の費用処理額 △ 99,802

 退職給付引当金 （Ａ）－（Ｂ）－（Ｃ） 11,918,443

区　　　　　　　　　　　　分
当　期

（自 令和７年４月１日
　  至 令和８年３月31日）

 勤務費用 1,856,151

 未認識過去勤務費用 （Ｃ） △ 537,497

 未認識数理計算上の差異 （Ｂ） △ 3,332,940

区　　　　　　　　　　　　分 当期末
（令和８年３月31日現在）

 退職給付債務 （Ａ） 8,048,006

期末における退職給付債務 8,048,006

数理計算上の差異の当期発生額 △ 2,586,820

退職給付の支払額 △ 184,773

勤務費用 1,856,151

利息費用 231,297

区　　　　　　　　　　　　分
当　期

（自 令和７年４月１日
　  至 令和８年３月31日）

退職給付債務の期首残高 8,732,151

　確定給付型の制度として、役員について森林研究・整備機構役員退職手当規程、職員について森林研
究・整備機構職員退職手当支給規程による退職一時金制度を設けており、退職給付債務の算定にあたり、
退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については期間定額基準によっております。




